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第 66 号 

ホクネットは、昨年６月から今年２月まで、消費者庁の委託事業として北海道・東北地方に

おける「消費者被害の実態調査」を行いました。この調査は、2016 年に施行された消費者裁判

手続特例法について、消費者の財産的被害の発生や拡大の状況などを踏まえた検討を行うため

に実施されたものです。 
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 本年度総会は６月 24日、コロナ対策で延期   
 私立高校・大学向けに消費者セミナーを開催  
消費生活相談窓口のための改正民法解説集を制作  

 消費者庁の委託で北海道・東北の被害実態調査  

 1 ページ… 
 2 ページ… 
 3 ページ… 
 4 ページ… 

 
コロナ問題では、北海道と札幌市が４月12日に緊急共同宣言を発出し、札幌市内での「不要不

急の外出自粛」「他地域からの往来自粛」要請がありました。ホクネットにおいても同宣言を最

大限に尊重し検討を重ねた結果、例年通りの開催は断念せざるを得なくなりました。 

総会は、理事長、議長、議事録署名人など最低限の人数に絞り、ホクネット会議室で開き、他の

会員には書面議決及び委任状出席をお願いします。創設以来の異常事態ですが、命を守るという

事情をご賢察いただき、ご協力をお願いします。他の適格消費者団体も同様の対応となりそうで

す。事務局も安全に配慮し極力、在宅勤務（テレワーク）方式で総会準備を進めています。ご理解

ください。 

４ １ 

新型コロナウィルスの感染拡大により、ホクネットは今年度の通常総会を当初の５月か

ら繰り延べし、６月24日午後２時からの開催とします。「三密」を避けるため書面議決及

び委任状方式とし、最低限の人数で開催します。異例の形式ですが、ご協力をお願いしま

す。懸案の特定適格消費者団体の認定問題では、再度のお願いとなった特別寄付に570万

円余りのご支援をいただきました。ありがとうございます。正味財産は約1400万円となり、

認定に向け大きく前進しました。 
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 期間中は、北海道地区ではホクネットが週３回、専

用電話による情報受付を行い、東北地区では協力を得

た適格消費者団体「消費者市民ネットとうほく」（仙台

市）が週１回、電話受付を実施し、随時、メールでの情

報収集も行いました。 

  受付総数は 43 件あり、そのうち最近多発しているサ

プリメント等の定期購入が 10 件を占めました。次に多

かったのは、建物賃貸借の５件でした。そのほか、芸能

レッスン中途解約、予備校入学金返還請求、資格講座

代金返還請求など消費者裁判手続特例法による被害回

復が有効と見込まれる案件がいくつもあり、特定適格

消費者団体の認定申請を目指しているホクネットにと

って貴重な経験となりました。 

（道尻豊ホクネット専務理事） 書面議決・委任状方式で 

「三密」回避 コロナ対策で延期 

寄付金合計額 

ご協力ありがとう 

ございます 
 

H31.4.1～R2.3.31 

前年同期比 
4,662,560円増 

2018年度に続く再度のお願いとなった特別寄付は、昨年11月から今年３月までに52件、574万

2000円という多大なご支援をいただきました。これにより正味財産は前年比586万円増の1394万

5223円となりました。特定適格消費者団体の認定では、消費者庁から財政基盤の強化を強く求め

られており、これで大きな障害を一つ乗り越えることになります。 

（大嶋明子ホクネット事務局長） 

特別寄付 

570 万円 
 

正味財産 1400 万円に 

電話受付 43 件、うち定期購入 10 件 

消費者庁の委託事業 
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旭川明成高校で開催したセミナー。講師は道尻豊専務

理事（左奥） 

 

３ ２ 

若年者への消費者教育を充実させるため、ホクネットは道内の私立高校・大学を対象に道

から受託した消費者教育セミナー（若年者向け）事業を実施し、初年度は８件、受講 311 人

という実績でした。 

民法改正により 2022 年より成年

年齢が 20 歳から 18 歳に引き下げら

れます。若年層への消費者教育がま

すます重要になることから、高校・大

学での消費者教育授業に講師を派遣

する本事業を 2019 年度に道から受

託しました。 

受託団体は複数あり、ホクネット

は私立の高校・大学を担当しました。 

募集は、私立学校協会の協力のも

と全道 55 高校、28 大学に案内を郵

送し、ホクネットのホームページで

も周知を図りました。その結果、10

件の申し込みがあり、コロナ対策に

よる臨時休校で２件が中止になりま

したが、最終的に２高校・１大学で８

講座、受講 311 人という実績でした

消費生活相談窓口向けの 2017 年改正民法の

解説集を作成しました。 

民法の債権関係を中心に、内容を大幅に改正

する法律が同年６月２日に公布され、３年弱の

周知期間を経て４月１日に施行されました。 

この改正は、主に、契約などによって発生す

る債権関係の規定について、社会・経済の変化

に対応するための見直しを行い、私たちの生活

を規律する基本法である民法を分かりやすいも

のとすることを目的としています。 

内容は、大きく二つに分けることができます。

ひとつは、確立した判例や通説的な見解に基づ

いて現在通用している基本的なルールを明文化

したものです。これには①意思能力を有しなか

った当事者がした法律行為が無効であることの

明文化②将来発生する債権の譲渡や担保設定が

可能であることの明文化③賃貸借の終了時にお

ける賃借人の敷金返還請求権や原状回復義務に

関する基本的な規律の明文化などがあります。 

もうひとつは、社会・経済の変化に対応する

ため、現在のルールを実質的に変更するもので

す。これには①職業別の短期消滅時効制度の廃

止と、これに伴う消滅時効の起算点及び期間の

見直し②年５％の法定利率の年３％への引き下

げ及び市中の金利動向に合わせた変動制の導入

③事業用融資の保証人になろうとする個人につ

いての公証人による保証意思確認手続の創設④

不特定多数の者を相手方とする定型的な取引に

使用される約款（定型約款）を用いた取引に関

する基本的な規律の創設などがあります。 

解説集は、これらのうち最も重要と思われる

13 の制度を選び、具体例とともにわかりやすく

説明したものです。消費者が抱えるさまざまな

問題への対応の必要性は大きく、それだけに本

解説集が消費生活相談に携わる人々のお役に立

てることを願っています。 

解説集は、昨年の差止事例集に続く消費生活

相談窓口向け第２弾で、道の消費者行政推進事

改正民法の解説集 
道委託事業で私立高校・大学向け 

相談窓口向けに作成 

（下表参照）。   

講座内容は各校の要望を聞き、個別に対応し

ました。講師は、道尻豊専務理事をはじめ、消

費者教育の経験が豊富なホクネット会員の大

学教員、弁護士、司法書士があたりました。 

個別要請にも対応し、学校からは好評でした

が、受講生の反応を得るため５回目からは感想

文をとりました。それによると「実際的な知識

で役に立った」「多重債務や悪徳商法による被

害事例は怖い」といった感想が寄せられまし

た。一方で、被害事例の恐怖心だけが残らなか

ったか、正しい知識を身に付けて被害にあわな

いように利用する本来の目的が伝わったか、な

どが今後の課題と言えそうです。 

新年度は専門学校まで範囲を広げ、依頼校の

要望に沿った個別化と講座内容の体系化を進

め、さらに充実した講座を目指します。 

（小森公一ホクネット理事） 
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業の補助金を得ました。２月に刊行し、Ａ４判

114 ページ。非売品。ホクネットから道内の消

費生活相談員に配布しました。 

（松久三四彦ホクネット理事長） 

 開催日 学校名 テーマ 講 師 参加者 

1 

 

2 

2019 年 7 月 22 日 

① 10：50～12：40 

② 13：25～15：10 

クラーク記念国際高校 スマートフォン・ＳＮＳ関連 佐藤 弘直 

（札幌大谷大学

准教授） 

３年生 22 人 

２年生 21 人 

3 

 

11 月 13 日 

14：15～15：15 

旭川明成高校 

 

アパートを借りた時にありが

ちなトラブル／クレジット・電

子マネーの光と影 

道尻 豊 

（弁護士） 

３年生 32 人 

4 11 月 16 日 

10：10～11：40 

クラーク記念国際高校

札幌大通キャンパス 

スマホやケータイの賢い使い

方と危ない使い方 

番井 菊世 

（司法書士） 

Ｗｅｂ学習コース 

１・２年生 52 人 

5 11 月 21 日 

14：50～16：20 

札幌大谷大学社会学部 学生向け契約の基本知識／ス

マホやケータイの賢い使い方

と危ない使い方 

山田 光洋 

（弁護士） 

基礎ゼミ 

２年生 52 人 

6 11 月 25 日 

14：50～16：20 

同上 同上 稲川 貴之 

（弁護士） 

基礎ゼミ 

１年生 50 人 

7 12 月 16 日 

13：00～14：30 

クラーク記念国際高校

札幌大通キャンパス 

クレジット・電子マネーの光と

影 

沼澤 哲也 

（司法書士）  

総合進学コース 

３年生 29 人 

8 2020 年 1 月 11 日 

10：10～11：40 

同上 

 

同上 竹之内 洋人 

（弁護士） 

Ｗｅｂ学習コース 

３年生 53 人 

 

「コロナ予防」 

消費者庁が啓発 

消費者庁は、新型コロナウイルス予防を標ぼ

うする健康食品、マイナスイオン発生器、空間

除菌商品等に景品表示法（優良誤認表示）及び

健康増進法（食品の虚偽・誇大表示）の観点か

ら緊急改善要請を行いました。 

２月 25 日から３月６日までインターネット

広告の監視を行った結果、30 事業者 46 商品に

消費者が効果を誤認し、感染予防の誤った対応

をする可能性がありました。 

「ビタミンＣはコロナウイルスから体を守

る」「新型コロナウイルスはマイナスイオンで

死滅します」「身に付けるだけで空間のウイル

ス除去」など

客観性や合理

性を欠く誘い

にご用心くだ

さい。 


